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１．件 名 

伊方発電所２号機 原子炉補助建家における火災について 

 

 

２．事象発生の日時 

令和７年１月１０日 １５時３８分 

 

 

３．事象発生の場所 

２号機 原子炉補助建家地下１階（管理区域内） 

 

 

４．事象発生時の運転状況 

２号機 廃止措置中 

 

 

５．事象の発生状況 

伊方発電所２号機は、廃止措置中のところ、１月１０日１５時３８分頃、原子

炉補助建家地下１階において、資材（パテ材※１）から炎が出ていることを協力会

社作業員が確認した。ただちに、当該作業員が消火器にて初期消火を実施した。 

同日１５時５１分に八幡浜地区施設事務組合消防本部（以下、「消防本部」とい

う。）へ通報し、消防本部の現地確認の結果、同日１６時３４分に鎮火しているこ

とを確認した。また、延焼はなく、けが人もいなかった。 

炎を確認した資材（パテ材）は、点検作業で余ったパテ材をステンレス容器内

で混合したものであった。 

なお、本事象によるプラントへの影響および環境への放射能の影響はなかった。 

 

※１ パテ材 

本事象のパテ材は、ペースト状の固体である「ペースト状ポリエステル樹

脂（基剤）」（以下、「基剤」という。）と液体である「触媒（硬化剤）」（以下、

「硬化剤」という。）を混ぜ合わせることで発熱し、その後、硬化する特性を

持っている樹脂。 
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６．事象の時系列 

１月 ９日 空調用冷凍機※２点検の作業員が、海水と接するボルトの腐

食※３防止のため、パテ材を使用 

１月１０日 

１４時００分頃 空調用冷凍機点検の作業員が、後片付けのため余ったパテ

材をステンレス容器内で混合 

１５時３０分頃 空調用冷凍機点検の作業員が後片付けを終え現場を離れた 

１５時３８分頃 他の作業の協力会社作業員が資材（パテ材）より炎が出てい

ることを確認し、消火器にて初期消火を実施 

１５時５１分 当直長が１１９番通報を実施 

１６時３４分 消防本部が現地に到着し鎮火確認 

 

※２ 空調用冷凍機 

空調設備で使用される冷水を供給する設備。 

伊方発電所２号機では２台設置しており、概ね１年に１回の頻度で点検を

実施している。 

 

※３ 腐食 

金属材料が使用環境中の物質と反応して金属イオンまたは非金属の化合物

となって損耗していく現象。 

空調用冷凍機点検においてはパテ材を使用することにより、機器に使用す

るボルトの腐食を防止し、ボルトで固定された部材の脱落を防ぐ。 

（添付資料－１） 

 

７．調査結果 

火災の状況の調査、空調用冷凍機点検作業の状況について作業員への聞き取り、

パテ材のメーカへの聞き取り、および類似作業の調査を行い、事象発生に至る状

況およびその要因について検討した。 

 

（１）火災の状況の調査 

初期消火を行った協力会社作業員への聞き取りの結果、資材（パテ材）から

高さ１５～２０ｃｍの炎の発生を確認し、ただちに消火器にて初期消火を実施

したことが確認された。 

その後、保修員が現場確認を実施した結果、空調用冷凍機点検の後片付けと

して、ステンレス容器内で硬化させて安定的な状態で廃棄するために混合した

パテ材の一部に、黒く焦げた跡が確認された。 

ステンレス容器内のパテ材以外に燃えたものは確認されなかった。 

（添付資料－２） 
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（２）空調用冷凍機点検作業の状況 

空調用冷凍機点検では、海水と接するボルトの腐食防止にパテ材を使用する

こととしており、メーカから基剤４ｋｇと硬化剤１００ｇのセットを購入して

いた。そのパテ材には取り扱い説明書が付属しており、基剤に対し硬化剤を１％

の混合率が標準であること、１．５％を超えると硬化後のひび割れの原因とな

ること、硬化時間の調整のため０．８％～１．５％の間で調整することおよび

混合すると自然発熱し硬化することが記載されていた。 

事象発生前日の１月９日に腐食防止のため、作業員は作業要領書および取り

扱い説明書を確認し、混合比が１％となるよう、基剤１ｋｇと硬化剤１０ｇを

重量計で計量しステンレス容器に入れた後、撹拌機で混合を行い、混合後のパ

テ材をボルト部に塗布する作業を２回実施した。（合計で基剤２ｋｇと硬化剤２

０ｇ使用） 

事象発生日の１月１０日に同作業員は後片付けで、パテ材を硬化させて安定

的な状態で廃棄するために、残った基剤２ｋｇと硬化剤８０ｇをステンレス容

器に入れ、撹拌機で混合（混合比４％）した。この作業は火災の発生した点検

用資機材保管場所とは異なる作業エリアで実施した。 

その後、作業員はステンレス容器の表面に触れて、ステンレス容器内のパテ

材の発熱が収まっていることを確認し、他の後片付け作業を実施した後、パテ

材の入ったステンレス容器を点検用資機材保管場所に保管し現場を離れた。 

作業要領書に後片付け作業の細かな記載はなく、取り扱い説明書にも余った

パテ材の処理方法の記載はなかった。 

空調用冷凍機点検を行った伊方発電所２号機の原子炉補助建家の室温は、空

調設備により２０℃程度になっていた。 

 

（３）作業員への聞き取り調査 

パテ材使用時には作業要領書および取り扱い説明書を確認しており、混合比

を守って作業を行うことを認識していた。 

基剤と硬化剤の混合により発熱することが取り扱い説明書に記載されている

と認識していたため、混合後には適宜温度を確認していたが、発熱により自然

発火するとの認識はなかった。 

また、混合比１．５％を超えると硬化後ひび割れが発生する原因となること

が取り扱い説明書に記載されていると認識していたが、この記載は品質面での

使用上の注意事項であると認識していた。 

これまでも同じパテ材を使用する作業を経験し、余った基剤と硬化剤を今回

と同様に混合させ廃棄する作業も経験していたが、問題となるような事象はな

く、余った基剤と硬化剤の処理方法に疑問を抱くことはなかった。 

 

（４）パテ材メーカへの聞き取り調査 

基剤に対し硬化剤を過剰混合させた場合に燃焼を引き起こす可能性があると
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の見解があった。硬化剤の発火点は１９７℃であった。 

表１のとおり、周囲温度２５℃で、硬化剤の混合比を０．７５％、１％、２％、

３％と変えた場合の最高発熱温度を確認する試験を実施しており、混合比を

３％とした場合には混合後５３分で最高発熱温度１７６．８℃に達していた。 

また、最高発熱温度到達の約１５分前から急激な温度上昇が見られていた。 

そのほか、一般的に周囲温度が低い場合にはパテ材の硬化時間が長くかかる

との見解があった。 

表１ 最高発熱温度試験データ（周囲温度２５℃） 

混合比 ０．７５％ １％ ２％ ３％ 

最高発熱温度 ２９℃未満 ３０．４℃ １５５．２℃ １７６．８℃ 

混合後時間 － ４８０分 １２８．５分 ５３分 

基剤、硬化剤について、成分の変更や製造方法の変更は実施していなかった。 

 

（５）類似作業の調査 

伊方発電所２号機の空調用冷凍機点検作業以外で、２以上の材料を混合する

製品を使用する作業を調査した結果、１２件の作業を確認した。また、作業に

使用する製品の種類が７種類であることを確認した。なお、この７種類の製品

には発熱する製品も含まれている可能性がある。 

    各作業における過去の廃棄方法は、混合して廃棄する作業が５件、個別に廃

棄している作業が６件、余材を継続使用するため廃棄していない作業が１件あ

ることを確認した。 

 

８．推定原因 

作業要領書に後片付け作業の細かな記載はなく、 パテ材の処理のため余った基

剤２ｋｇに対し硬化剤８０ｇを混合させたため、混合比が４％と過剰となり、大

きな発熱が生じ硬化剤の発火点である１９７℃を超え、自然発火したものと推定

した。 

また、最高発熱温度試験データでは周囲温度２５℃において、混合後５３分経

過後に最高温度に到達していること、今回は周囲温度が２０℃程度であり試験時

より周囲温度が低いことから、硬化時間がかかりパテ材を混合し１時間半以上経

過後に最高温度に達し、自然発火したものと推定した。 

 

９．対策 

（１）担当課長より発電所員および協力会社に対し、本事象の発生状況を周知し、パ

テ材の使用にあたっては、取り扱い説明書等に定められている混合比率がある

のであれば、残材の廃棄処理をする場合も含め、その比率を超えて混合しない

ことを遵守するよう指示した。（１月１５日、１６日実施） 
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（２）作業要領書作成時に今回事象の改善事項が反映されるよう、以下の事項を作業

要領書作成手引きに記載し、作業関係者に周知し、再発防止の徹底を図る。 

ａ．２以上の材料を混合し、その混合により発熱する製品を使用する場合は、

取り扱い説明書等に定められている混合比率を超えて混合しないこと。 

 

ｂ．２以上の材料を混合し、その混合により発熱する製品を混合し廃棄する

場合は、取り扱い説明書等に定められている使用の際の混合比率を超えて

混合しないこと。 

 

ｃ．２以上の材料を混合し、その混合により発熱する製品の基剤と硬化剤を

別に廃棄する場合は、取り扱い説明書等に定められた方法を遵守するか、

メーカへの問い合わせ等により、安全性を確認した方法により処理するこ

と。 

 

 

10．その他 

本事象については、通常実施している火災防護計画に基づく教育に取り込み、

継続して教育を実施するとともに、所内の会議体において周知し、注意喚起を行

う。 

 

 

以 上 
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添 付 資 料 

 

 

添付資料－１ 伊方発電所２号機 空調用冷凍機のパテ材施行箇所 

 

添付資料－２ 伊方発電所２号機 原子炉補助建家地下１階（管理区域内） 

の状況 
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添付資料－１ 

 

伊方発電所２号機 空調用冷凍機のパテ材施行箇所 

 
 
（参考：パテ材の使⽤イメージ） 

 

  

パテ材使⽤箇所 

パテ材を使⽤することにより、ボルトと海⽔の接触を防ぐことで 
ボルトの腐⾷を防⽌し、ボルトで固定された部材の脱落を防ぐ。 

ボルト 

ボルトで固定する部材 

海⽔の流れ 
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添付資料－２ 

 

伊方発電所２号機 原子炉補助建家地下１階（管理区域内）の状況 

（出⽕箇所近傍） 

 
 
（発⽕部） 

※企業名をマスキングしています  
 

ステンレス容器内のパテ材から炎を確
認したため、初期消⽕実施 

29cm 

29cm 
（深さ 10cm） 


